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環境マネジメント

方針・考え方

住友グループは、400年の歴史を通じて、産業の発展と
地域社会や自然環境との共存に力を注いできました。
住友商事グループもまた、事業活動を通じた環境保全に
取り組んでいます。気候変動を緩和する低炭素社会の
構築、生物多様性と地球環境の保全、エネルギー、水
ならびに資源のサステナブルな活用、汚染の防止や廃棄物
排出抑制といった、さまざまなテーマを、誰もが取り組むべき
最重要かつ長期的な課題と捉え、右記の環境方針を定め、
実行します。

この環境方針をグループ各社で共有してISO14001環境
マネジメントシステムを活用した環境管理を行い、事業に
伴う環境負荷の低減および事業を通じた環境改善への
取り組みを推進しています。

環境方針

住友商事グループは、グローバル企業として、環境問題が地球規模の広がりを持つとともに、次世代以降にも及ぶ長期的な
問題であることを認識し、健全な事業を通じて、社会・経済の発展と地球環境の保全が両立した「持続可能な発展」の実現
に向け努力する。

住友商事グループは、国内外におけるさまざまな事業活動を行うにあたり、以下の方針に従い、グループ会社が協力して、
この環境の基本理念の実現に努める。

1 環境に対する基本姿勢
良き企業市民として、当社の行動指針に沿い、地球環境の保全に十分配慮する。

2 環境関連法規の遵守
国内外の環境関連法規及び同意した協定等を遵守する。

3 自然環境への配慮
自然生態系等の環境保全ならびに生物多様性の維持・保全に十分配慮する。

4 気候変動への対応
気候変動の緩和及び気候変動の影響への適応に十分配慮する。

5 資源・エネルギーの有効活用
資源・エネルギーの有限性を認識し、その有効利用に努める。

6 循環型社会構築への寄与
廃棄物の発生抑制・再利用・リサイクルに取り組み、循環型社会の構築に向け努力する。

7 環境保全型事業の推進
総合力を生かし、環境保全型事業を推進し、社会の環境負荷の低減に貢献する。

8 環境管理の確立
環境マネジメントシステムを活用して、環境目的・目標を設定、定期的な見直しを行い、その継続的改善を図りつつ、
環境汚染の予防に努める。

9 環境方針の周知と開示
この環境方針は、住友商事グループで働くすべての人に周知するとともに広く開示する。

Ⅰ. 基本理念

Ⅱ. 基本方針

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
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環境マネジメント

定量目標・実績

当社は、パリ協定が掲げる２℃目標の達成などを勘案し、電力使用量、水使用量、廃棄物
排出量について基準年度を設定して長期目標を掲げて改善活動を推進しています。

環境マネジメント体制

住友商事グループでは、環境方針に則り、サステナビリティ推進委員会を中心とした環境
マネジメント体制を運営しています。また、ISO14001環境マネジメントシステム（EMS）に
関しては、1999年6月に住友商事単体（東京、大阪）でISO14001認証を取得して
以来、認証の対象範囲を拡大し、当社国内拠点および一部のグループ会社の計約2万人が
活動しています。当社とISO14001統合認証グループ会社からなるISO14001統合認証
連絡会では、環境マネジメント活動に係る取り組みの連絡及び情報の共有を行い、必要に
応じて、住友商事のサステナビリティ推進委員会に対し意見具申を行います。サステナビリティ
推進委員会は重要性に応じ、経営会議、取締役会にも付議・報告します。

ISO14001統合認証グループ会社（2021年4月現在・グループ会社25社）
ISO14001認証 独自取得の直接連結子会社（2021年6月現在・計19社）

指標 基準年度実績 2020年度目標 2020年度実績 2021年度目標

電力使用量

総量
7,859 5,673 3,074 5,553

(MWh)
原単位

0.1079 0.1006 0.0551 0.0996
(MWh/m2)

水使用量

総量
32,191 20,450 4,234 20,190

(m3)
原単位

6.93 6.26 1.3 6.2
(m3/人)

廃棄物排出量

総量
508 323 43 319

(t)
原単位

0.109 0.099 0.013 0.098
(t/人)

電力使用量 2013年度を基準に、原単位で年平均１％以上削減し、2035年ま
でに2013年度比▲20％以上削減する。

水使用量 2010年度を基準に、原単位で年平均１％以上削減する。

廃棄物排出量 2010年度を基準に、原単位で年平均１％以上削減する。

住友商事国内単体の長期目標

体制

長期目標を踏まえて算出した2020年度の目標と実績及び2021年度目標は以下の通り。

指標 基準年度実績 2020年度目標 2020年度実績 2021年度目標

GHG排出量 総量
5,626 3,678 2,396 3,514

（Scope1・Scope2） (t-CO2e)

燃料・熱・電力使用量からGHG排出量を算出すると、基準年度の2013年度のGHG排出
量は5,626t-CO2eとなり、2020年度GHG排出量（Scope1、Scope2）の総量目標と
実績、及び2021年度目標は以下の通りとなります。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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環境マネジメント

定性目標

住友商事グループでは、環境負荷の低減および環境に有益な活動の推進に取り組んでいます。グループ全体の取り組み方針として、中期経営計画 「SHIFT2023」 における気候変動関連の
基本方針に則り、2050年のカーボンニュートラル化を目指しています。住友商事では、エコリーダーが自部署の環境側面（環境に影響を与える原因）を抽出し、その環境側面が環境に与える
影響の大きさに対して評価を行い、関連する遵守義務を考慮しつつ、 リスク及び機会を特定します。EMSプロモーターがそれらを考慮して部門ごとの著しい環境側面、リスク及び機会を特定し、
サステナビリティ推進部が全社を取りまとめ、サステナビリティ推進委員会において、環境目標の達成状況についてレビューすると共に、翌年の環境目標を決定します。

環境目標 2020年度の主な活動実績

環境関連法規等の遵守 • 廃棄物処理法他の環境関連法規に関する教育の継続
的実施

• サステナビリティ推進部主催で、講習会開催
• e-Learning環境講座（含む法令遵守コンテンツ）の実施

環境保全型事業の推進 • 再生可能エネルギー利用事業の拡大
• 循環型社会構築に向けてのビジネス推進
• その他環境負荷低減につながるビジネスの推進

• 国内外で各種再生可能エネルギー利用事業を推進
（欧州各地での洋上風力発電事業、豪州、南相馬市、ベトナム 第二タンロン工業団地での太陽光発電事業、
インドネシアにおける地熱発電事業、再生可能エネルギーファンド活用など）

• 循環型社会構築、環境負荷低減につながるビジネスを推進
（持続可能な森林経営、鹿児島県EVリユース蓄電池システムの系統電力接続実証事業、
台湾でバスの電動化事業、日豪間における水素サプライチェーン構築に向けた取り組みなど水素関連事業の推進、
米国産炭酸リチウム販売事業、植物由来のプラスチック代替素材製造事業への出資など）

環境負荷管理および低減 • 国内全オフィスにおける電力・ガス・水使用量と廃棄物
排出量の把握と削減

• 事業実施に伴う環境負荷・環境影響の把握と低減
• 関与するサプライチェーンにおける環境影響の把握、負荷

低減への配慮

• オフィス分野は対前年比改善
• 連結グループの環境データ把握
• 海外の鉱山開発や操業、国内建設不動産開発における環境アセスメント、環境マネジメントを確実に推進

環境教育、環境に関する
コミュニケーションの推進

• 環境保全他に関する啓発セミナーなどの開催
• 環境マネジメントシステムの有効活用推進
• 非財務情報開示の拡充

• 環境関連法令研修を継続実施、気候変動対応セミナー開催
• 未受講者（新入社員、キャリア採用など）を対象にe-Learning環境講座を開講、100%受講完了
• ESGコミュニケーションブック2020発行

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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環境マネジメント

活動

内部環境監査

環境マネジメントシステムの適切な運用のために、毎年、住友商事およびISO14001統合
認証グループ会社において、以下の監査重点項目に従い、内部環境監査を実施しています。
＜監査重点項目＞
（1）環境目標設定の適切性
（2）環境実行計画の進捗管理
（3）法的およびその他の要求事項の遵守評価
（4）教育・訓練の実施・拡充
2020年度監査の結果、重大な違反に該当する指摘はありませんでした。

外部審査

ISO14001登録証

教育・啓発活動

住友商事グループ社員が環境保全活動を行うにあたり、さまざまな教育プログラムを展開して
います。環境関連法令研修、社外専門家による地球環境問題の啓発セミナーなどを開催し、
グループ社員全員の環境意識の向上に努めています。

テーマ 内容 開催回数

ISO14001
環境マネジメント
システム講習会

経営理念と環境への取り組みの浸透、ならびに
ISO14001国際規格に準拠した環境マネジメント
システムのプロセスの習得。

年2回

内部環境監査員
講習会

内部環境監査の基本事項や進め方に関する講義。
演習を通して有効性監査ができる内部環境監査員
を養成。

年2回

産業廃棄物処理
業務講習会

産業廃棄物の排出事業者責任、委託基準や
適正処理の方法など実務知識の講義。 年2回

環境関連法令
研修

環境関連法規の最新動向と基礎知識、
ならびに法令遵守の留意点を講義。 年2回

環境基本教育
（e-Learning）

住友商事グループの環境方針と環境マネジメント
システムについての理解と浸透を目的として実施。 年1回

一般財団法人日本品質保証機構によるISO14001
環境マネジメントシステムの認証審査を受けています。
2020年度は2021年3月に審査を受け、登録認証の
維持が認められました。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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気候変動

方針・考え方

気候変動による影響は、地球的規模で世
代を超えて社会・環境の安定性を脅かす深
刻な問題であり、幅広い分野でグローバルに
事業を展開している当社グループにとっても、
注視すべきリスクであると考えています。当社
グループは気候変動を巡る世界的な情勢を
踏まえ、今般、気候変動に対する方針を見
直しました。方針に関する詳細につきましては、
P.25をご参照ください。

再生可能エネルギー関連事業

中長期的にエネルギー供給の担い手として成長が期待される再生可能エネルギーによる発電事業に参画し、気候変動の緩和に貢献しています。

活動

燃料 発電所 国 発電容量
（MW）

太陽光

大阪ひかりの森プロジェクト 日本 10.0

ソーラーパワー西条 日本 29.0

ソーラーパワー北九州 日本 16.0

ソーラーパワー苫小牧 日本 15.0

ソーラーパワー南相馬・鹿島 日本 59.9

ソーラーパワー南相馬・原町 日本 32.3

EVM/EVM2 スペイン 14.0

風力

男鹿風力発電 日本 28.8

サミットウィンドパワー（鹿嶋） 日本 20.0

大唐中日（赤峰）新能源 中国 50.0

Stanton Wind Energy 米国 120.0

Cimarron Ⅱ Wind 米国 131.1

Ironwood Wind 米国 167.9

Dorper Wind 南アフリカ 100.0

Mesquite Creek Wind 米国 211.2

燃料 発電所 国 発電容量
（MW）

洋上風力

Northwind ベルギー 216.0

Nobelwind ベルギー 165.0

Northwester2 ベルギー 219.0

Galloper イギリス 352.8

Race Bank イギリス 573.3

木質バイオマス

サミット半田パワー 日本 75.0

サミット明星パワー 日本 50.0

サミット酒田パワー 日本 50.0

仙台港バイオマスパワー 日本 112.0

地熱 Muara Laboh インドネシア 85.0

水力 CBK フィリピン 792.0

2021年3月31日現在

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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気候変動

活動

その他環境配慮型事業

気候変動問題への対応として、再生可能エネルギーによる発電事業への参画に加え、再生
可能エネルギーの普及を促進するための新技術やエネルギー効率を向上させるための新技術
を活用した環境配慮型ビジネスにも取り組んでいます。

事業 取り組み内容

EV用リチウムイオン
電池の二次利用

電気自動車（EV）で使用されたリチウムイオン電池を再利用した蓄電事業。再生
可能エネルギーの安定的な電力供給や電力会社が供給する電力の安定化・品質
維持が可能となる。

CO2フリーの水素
製造と利用

太陽光、風力、水力、地熱などの再生可能エネルギーを利用して水を電気分解す
ることで、CO2フリー水素の製造が可能。地域特性に基づいた需要を創出して水素
の利用拡大を図る地産地消モデルと再生可能エネルギーが豊富な場所で水素を大
量に製造し輸送する大型バリューチェーンの両面から、CO2フリーエネルギーのサプラ
イチェーン構築を目指す。

炭素繊維事業への
取り組み

鉄などの従来素材より軽くて強い炭素繊維の基材や複合材の製造事業、及び
リサイクル事業への進出を検討している。炭素繊維複合材は、航空機、自動車、
風力発電、圧力容器、スポーツ/レジャーなど様々な用途で使用が広がってきており、
軽量化による省エネルギー化に繋がり、環境負荷の低減に貢献する。

CCUS（Carbon
Capture, 
Utilization and 
Storage）

日本CCS調査㈱に参画している。同社は、CO2を回収し地中貯留するCCS技術
およびCO2の化学合成などの活用に関する実証試験を行っている。
また、Global CCS Institute（GCCSI）に2018年12月に参画。インスティ
テュートの知識共有活動、事実に基づく助言および提唱を通じCCSの世界的開発・
実証・展開を推進し、CCSの実施に望ましい条件整備を目指している。
2021年からはアジアCCUSネットワークに参画し、アジア諸国に対してCCUSに関す
る知見の共有と啓蒙活動を行っている。

事業紹介

太陽光パネルでエコロジーにチャレンジ

国内で約2,000店舗の携帯電話ショップを運営している㈱ティーガイアは、子会社の㈱TGパ
ワーを通じ太陽光発電による「地産地消型電力事業」に進出しました。㈱ティーガイア傘下の
携帯電話ショップや物流倉庫、その他飲食店などに太陽光パネルを設置します。太陽光によっ
て発電されたクリーンな電力の活用により、CO2の削減に貢献し、気候変動対策を推進する
とともに、各店舗のエネルギー需給の最適化とコスト効率化を図っています。また、㈱NTTドコ
モから全国ドコモショップ向けの太陽光発電設備の設置業者に選定され、全国約300店のド
コモショップに順次太陽光パネルの設置を進めています。
今後、カーリースを手掛ける住友三井オートサービス㈱とも協力しながら、電気自動車
（EV）の設置も順次拡大していく予定です。災害時には太陽光パネルに加えてEVの蓄電
池からも電力を供給し、速やかに店舗運営の復旧を図るとともに、お客様とスタッフの安全・安
心を守ります。

携帯電話ショップに太陽光パネルを設置するとともに、
EVやバッテリーチャージャーの導入も推進(写真左下)

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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気候変動

事業紹介

船舶の温室効果ガスゼロ化に向けた取り組み

活動

当社は、ノルウェーの舶用バッテリーシステム大手Corvus Energy Holding SAと協業
し、エネルギー貯蔵システムの日本・アジアにおける市場調査・拡販・導入を行っています。
Corvus社が提供するエネルギー貯蔵システムは、リチウムイオンバッテリーモジュールとその
管理システムで構成され、バッテリーセル毎の個別温度管理に強みを持っています。エネ
ルギー貯蔵システム搭載船では、必要動力や電力の補助・加勢、負荷の平準化（ピー
クカット）による燃費改善や原動機の小型化が実現でき、また、港湾内や排出規制海
域において、バッテリーによる電気推進で航行する事により、排出ガスを抑制あるいは無く
しつつ低振動・低騒音での運航が可能となり、船舶内外の環境の向上に寄与します。
エネルギー貯蔵システムは、環境にやさしく、燃費改善、点検作業の省力化に繋がる船
舶電動化のための基幹システムであり、最終的には船舶の温室効果ガスの排出ゼロ化
の実現に貢献します。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
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気候変動

活動

事業紹介

国内外不動産事業における環境関連認証の取得

当社不動産事業では、環境・社会・ガバナンス（以下ESG）に係る基本的な方針を定め、実践
しています。当社グループの住商リアルティ・マネジメント㈱では、不動産運用会社として投資判断・
運用プロセスへESGの要素を組込んでいくことが、中長期的な投資家の価値最大化に不可欠であ
ると考え、SOSiLA物流リート投資法人をはじめとする同社運用中ファンド物件において、CASBEE、
DBJ Green Building、LEED、BELS等の不動産性能評価を取得しています。 また、SOSiLA
物流リート投資法人は、2021年に実施されたGRESB リアルエステイト評価において「4スター」、
ESG 情報開示の充実度を測るGRESB 開示評価において「B」評価を取得しました。

取得認証 物件名称 評価

CASBEE：6物件

SOSiLA横浜港北 Aランク
SOSiLA相模原 Aランク
SOSiLA春日部 Aランク
SOSiLA川越 Aランク
SOSiLA西淀川Ⅰ Aランク
SOSiLA西淀川Ⅱ Aランク

LEED：3物件
203 North LaSalle PLATINUM
Miami Tower GOLD
Atlanta Financial Center SILVER

BELS：7物件

SOSiLA横浜港北 ★★★★★
SOSiLA相模原 ★★★★★
SOSiLA春日部 ★★★★★
SOSiLA川越 ★★★★★
SOSiLA西淀川Ⅰ ★★★★★
SOSiLA海老名 ★★★★★
SOSiLA西淀川Ⅱ ★★★★★

●住商リアルティマネジメント㈱運用中ファンド物件における主な環境関連認証の取得状況
（2021年7月時点）

事業紹介

農地炭素貯留技術の活用

米国のアグリテック系ユニコーン企業であるIndigo Agriculture（以下「Indigo」）と
当社は、日本およびアジアを中心とした協業に向けた覚書を締結しました。
Indigoは、大気中のCO2の削減と持続可能な農業の両立を目的として、農地への炭
素貯留を推進する「Indigo Carbon」という事業を展開しています。
従来、農地はCO2の排出源とされてきましたが、農法次第ではCO2の排出を抑え、大
気中のCO2を地中に固定することが可能です。そのため、農地への炭素貯留は地球温
暖化の新たな抑制策として期待されています。Indigoは、環境保全型農業の導入によ
り増加した炭素の貯留量を、第三者認証付きの排出権として買い取り、企業などへ販
売する仕組みを構築することにより、農家のコスト負担を軽減し持続可能な農業へのシ
フトを可能としました。
Indigoと当社は、当社の持つマーケティング機能やネットワークを活かして農地への炭素
貯留事業を中心とした新規事業や当社の既存事業の高付加価値化に取り組みます。
具体的には、排出権を
付加したカーボンニュート
ラルLNGの販売やエネル
ギー開発用鋼管の販売、
日本及びアジアでのCO2
排出権の生成や微生物
コーティング種子の拡販
などを検討していきます。

農地への炭素貯留

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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事業紹介

スタートアップ企業への出資を通じた省エネルギー社会の推進

当社はインクジェット塗布技術をベースとするFlexible Printed Circuit Board (以下
FPC) の独自製法の確立に成功したエレファンテック社へ出資しています。同技術は、銅箔
の不要部分を溶かす従来工法と比べ、廃棄物、消費エネルギー、水使用量を1/10以下
に出来る、環境負荷が極めて低い技術です。「不要なものを捨てる」 既存の技術ではなく、
「必要な部分にだけ材料を印刷する」インクジェットベースの製造技術が、今後世界の製造
技術のスタンダードになっていくことが期待されます。
また、同技術のIn Mold Electronics (IME：樹脂成型＋電気回路の一体成型）への
転用は車載軽量化を目指す自動車メーカーも興味を示しています。同社に同時期に出資
した他社とも連携し、FPCライセンス事業におけるグローバルサプライチェーン構築、車載IME
案件での事業化など、同社技術を軸とした新たな価値創造に挑戦していきます。

事業紹介

国際的なCO2フリー水素サプライチェーン構築への取り組み

当社は、マレーシア、サラワク州の豊富な水資源と水力発電を利用して、同州政府企業SEDC
(Sarawak Economic Development Corporation) 及びENEOS株式会社と共に
CO2フリー水素の製造、同州での水素利活用及びMCH（メチルシクロヘキサン）による日本
向け輸出の検討を行っています。
2019年11月に同州政府企業SEDCと事業化調査を開始、2020年10月にはENEOS株式
会社も参画しています。まずは2023年を目標に地産地消用のCO2フリー水素の製造から開始
し、同州での水素利活用と生産量を拡大の上、MCHによる日本向け輸出を推進し、CO2フ
リー水素サプライチェーンの構築に貢献していきます。

気候変動

活動

エレファンテック製フレキシブルプリント基板

銀ナノインク印刷 銅めっき

エレファンテック製法にするメリット

必要な箇所にのみ配線形成を施すことで
製造コストと環境負荷の低減を実現

シンプルな製造プロセスのため
リードタイムの短縮を実現

イニシアチブへの参画

当社は、日本経済団体連合会の環境・エネルギー関係の委員会である「環境安全委員会／
地球環境部会」に参加し、温暖化や気候変動への対応、経済と両立する環境政策の実現な
どに取り組んでいます。また、日本貿易会の「地球環境委員会」に参加し、低炭素社会や循環
型社会の構築、環境関連法規への対応について検討しています。参画にあたっては、業界団
体の気候変動に対する取り組みが当社方針と合致しているか確認しています。また、当社は、
所属する業界団体の立場に関係なく、気候変動対策に適切に取り組んでいきます。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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国 事業内容 事業分類

ブラジル
上下水道23件のアセットを保有するブラジル民間No.1水事業会社であるBRK 
Ambiental社へ出資（当社間接持分比率は14％）、大きな成長が予想されるブラジル
上下水事業に参画。

上下水事業

英国 英国の水事業会社であるSutton & East Surrey Water社の株式50%を取得し、
完全民営化された英国で上水事業に取り組む。 上水事業

中国 中国水事業大手の北京キャピタル（北京首創股份）と提携し中国下水処理事業に参画。
目下、山東省ならびに浙江省にアセット保有。 下水事業

オマーン 逆浸透膜技術により海水を淡水化する民活型造水事業を受注。2016年2月より商業
運転を開始。 造水事業

水資源

方針・考え方

水ビジネス

人口増加や都市化・工業化を背景に地球規模で水需要の増大が見込まれる一方、安全で衛生的な水インフラ環境の整備
は進んでおらず、水問題は深刻化していくとみられています。そこで21世紀に入ってからは、水問題解決を目指した水ビジネスへ
の取り組みが世界的に注目され始めました。開発途上国における安全で衛生的な生活環境の実現に貢献するのは先進国の
責務である、という意識の高まりも影響しています。
当社では、上水だけでなく下水も併せた水ビジネスを社会インフラの重要な柱と考え、世界各地でさまざまな取り組みを行って
います。水需要の増大が著しい地域など、世界各地の有望市場において、上下水処理や海水淡水化などの民活型（※1）
であるBOOT/BOO事業（※2）から完全民営化事業に至るまで領域を広げ実績を積んできました。日本の技術を活かした
安心・安全な水の提供や、民間資本を活用した社会コスト削減要請への対応を通して、世界中に広がる水問題の解決に
貢献すべく、よりグローバルで多面的な水ビジネスへの挑戦を続けています。

（※1）民活 ：公共により行われてきた事業に民間企業の持つ事業運営能力や資金力を導入し、効率化などを図る手法。

（※2）BOOT ：Build-Own-Operate-Transfer。公共との長期契約に基づきサービスを提供し、契約期限到来後は事業資産を公共へ移管する形態。
BOO ：Build-Own-Operate。BOOT同様、公共と長期契約をベースにサービスを提供するが、資産は事業者が保有し続ける形態。

活動

企業にとって水資源は欠かせない重要な自然資本である
一方、人口増や経済発展に伴う水需要の増加により、
水不足に陥る地域は今後ますます拡大します。経済協力
開発機構（OECD）によると、世界の水需要は2000年
から2050年までに55%増加し、2050年には2億4千万人
が清潔な水を入手できない状況にあり、また、14億人が
基本的な公衆衛生のない状況におかれると見込まれています。
水ストレスの高い地域も含む世界各地で事業を展開している
当社グループは、水資源の有限性を十分認識した上で、
本課題をリスクと機会の両側面で捉え、水使用の削減および
効率改善や、水インフラビジネスなどを通じて課題解決に取り
組んでいきます。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
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事業紹介

ブラジルにおける水事業

水資源

活動

リオグランデ・ド・スル州 下水処理場 サンパウロ州 上水処理場

当社は、上下水道23社を保有するブラジル最大の民間上下水道事業会社BRK Ambiental社の株式を取得し、ブラジルにおいて水事業に参画しています。ブラジルの上下水道の普及
率は低く、インフラの整備と事業運営の高度化が必要とされています。本事業は、ブラジル国内の13州・約100市町村において、約1,500万人へ上下水道サービスを提供するものです。日
本の質の高い運営ノウハウと技術力提供により、ブラジルにおける上下水道普及率の拡大とオペレーション品質の向上に寄与していきます。
当社では、多様な水事業を通じて培ったノウハウの活用や、知見豊富な人材を現地に派遣することなどを通じ、水事業の長期的な運営に取り組んでいきます。安定的な水インフラの提供は、
地域の水環境の向上、ひいては地域社会の発展に寄与するものと考えています。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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生物多様性

方針・考え方

住友商事グループの事業活動は、地球上の多様な生物とそれらの繋がりにより
生み出される生物多様性がもたらす恵みに大きく依存しています。従って、当社
グループの環境方針で明示しているとおり、自然生態系などの環境保全ならびに
生物多様性の維持・保全に十分配慮することは当社グループにとって重要な課
題であると認識しています。生物多様性に重大な影響を与え得る事業活動に
関して、どのように生物多様性に依存しているのか、また、どのような影響を与えて
いるのかを把握した上で、生態系への影響を最小化し、回復にも寄与することに
努めます。
新規事業の審査過程や既存事業のモニタリングにおいても、生態系への影響を
含む社会・環境に関するリスクの評価や管理・改善状況の確認を行っています。

活動

Business and Biodiversity Offsets Program（BBOP：ビジネスと生物多様性オフセット
プログラム）は、企業や政府、NGOを含む専門家などが参画し、生物多様性オフセットに関する国際
基準を作成しようというイニシアチブです。BBOPは、生物多様性条約においても参照されるなど、生物
多様性オフセットに関する国際基準となりつつあり、当社は日本企業として、マダガスカルのアンバトビー・
プロジェクトを通じて参加しています。（次頁参照）

BBOPオフセットの10原則

1 ミティゲーション・ヒエラルキー（適切な回避策、軽減策、修復策の後にオフセットを実施する）

2 オフセットの限界（生物多様性の置換不可能性と脆弱性により、オフセットでは完全に代償で
きない影響がある）

3 景観的観点（生物多様性の生物、社会、文化的価値の総合的情報を考慮した保全効果を
実現するためのオフセット立案と実施）

4 ノーネットロス（結果としての生物多様性のノーネットロス、望ましくはネットゲイン）

5 追加的な保全効果（オフセット未実施の結果以上の保全効果）

6 ステークホルダー参加（オフセットにかかる意思決定へのステークホルダーの参加）

7 衡平性（権利、責任、リスク、便益の衡平な分配と先住民族とローカルコミュニティへの配慮）

8 長期的効果（プロジェクト影響の続く限りの長期的効果、望ましくは永続性の確保）

9 透明性（オフセット立案、実施、結果の公開と時宜を得た透明性の確保）

10 科学的、伝統的知識（科学的情報と伝統的知識に裏打ちされたプロセス）

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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事業紹介

マダガスカルの持続可能な発展に貢献するアンバトビー・プロジェクト

BBOPが日本企業と協力して生物多様性オフセットを実施した事例として、当社が資本参加
するマダガスカル・アンバトビーのニッケル鉱山の開発事業があります。ニッケル、コバルトなどの
供給拡大に向けて、2007年から建設を進めてきた世界最大級の鉱山開発事業。それが
マダガスカル共和国の「アンバトビー・プロジェクト」です。
アンバトビー・プロジェクトは、採掘場や精錬工場、パイプラインなどの多くの施設を新たに建設・
運営するため、周辺の環境に与える影響も少なくありません。特にマダガスカルには、1,000
種もの希少動物が生息する世界的にも貴重な自然環境が残されています。そのため、
アンバトビー・プロジェクトでは、こうした自然環境に対する十分な配慮のもとに開発・運営が進
められています。プロジェクトの計画・実行に際しては、マダガスカルの国内法の遵守はもちろん
「世界銀行セーフガード・ポリシー」をはじめ「国際金融公社（IFC）パフォーマンス・スタンダー
ド」 「世界保健機構（WHO）基準」「赤道原則」など、さまざまなガイドラインに準拠した環
境マネジメントを実施しています。
プロジェクトでは、これらの各種基準を遵守した上で、生物多様性の維持をはじめとする徹底
した環境保全に取り組んでいます。例えば、鉱区の開発にあたっては、約1,600haの鉱山サイ
トの周辺に、生息動物の保全先としてバッファーゾーン（緩衝地帯）を設けました。鉱山開発
のために木を伐採した際には、切り倒した木をしばらく放置するなどして、樹木に棲み着いた生
物がバッファーゾーンに移動できるよう配慮しています。さらに国際環境NGOなどと共同で実施
した生態調査の結果、保護が必要と判断された絶滅危惧種などについては、保護区内に移植
したり、養魚システムで飼育したりするなど、さまざまなプログラムを実施して生態系への負荷低
減を図っています。

また、パイプラインの建設開始後、建設予定ルート上に希少動物の生息地が発見されたこと
などを受け、これらを迂回するために合計24カ所のルート変更を行いました。さらに、”No Net
Loss, Net Gain”のコンセプトのもと、大規模な「生物多様性オフセットプログラム」を推進して
います。これは開発による生態系への影響を、別の生態系を復元・創造するなどし、緩和しよう
というアプローチであり、具体的には開発地域に類似した生態系を持つアンケラナ地区で森林
6,800haの保全を行っているほか、採掘場近隣エリアの保全やパイプライン埋設後の再植林、
閉山後に向けた採掘場の再植林なども含め、4カ所の保全エリアで、インパクトを受けたエリア
面積の約9倍の総面積（14,000ha以上）の保全によりNet Lossをオフセットする計画です。

生物多様性

活動

希少種カンムリシファカ

希少種コクレルシファカ

希少種マダガスカルキンイロガエル

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
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事業紹介

風力発電事業におけるバードストライク対策

南アフリカEastern Cape地方の山間部で約130km2の土
地を利用して行っているDorper風力発電事業では、付近に
生息する鳥やコウモリなどの飛翔生物が風車に衝突する事故
（バードストライク）の対策に取り組んでいます。
風車は放牧地に建設されており、家畜などの死骸に鳥が集ま
ることがバードストライクの原因であるため、発電所内の動物の
死骸処理を徹底すると共に、絶滅危惧種と思われる鳥類が
風車付近を迂回していないかの目視確認、発見した場合の風
車の非常停止通知の発信などを地元住民を雇用して行ってお
り、野生生物保全と風力発電事業の両立を目指しています。

事業紹介

バードフレンドリー®認証コーヒー事業

当社グループは、生物多様性に配慮し、農家の安定収入に
もつながる取り組みとして、2004年からバードフレンドリー®

認証コーヒー（以下、BF®認証コーヒー）の輸入・販売を手
掛け、2014年度からは住商フーズにてBF®認証コーヒーを
取り扱っています。BF®認証コーヒーは、自然林と同様の
シェード（木陰）を保ちながら栽培することで、環境保全や
そこで羽を休める渡り鳥の保護につながる取り組みです。
米国スミソニアン渡り鳥センターがその認証基準を設定し、
現在、全世界で12カ国（※1）52農園･農協（2020年
5月現在）が認証を受け、収益の一部は、同センターの渡り
鳥の研究・調査・保護活動に使われています。

（※1）12カ国：エチオピア、タイ、
エルサルバドル、コロンビア、ペルー、
ニカラグア、ボリビア、ホンジュラス、
インド、メキシコ、ドミニカ、グァテマラ

本事業は、2019年、国際自然保護連合日本委員会が
認定する「国連生物多様性の10年日本委員会（※2）
（UNDB-J）認定連携事業」に認定されました。UNDB-J
の認定連携事業になったということは、生物多様性保全活
動として重要な活動であり、また、「愛知目標（※3）」の
達成に向けて成果を上げてきた活動であることを意味します。
今後も本事業を通して、世界中の渡り鳥保護・生態系保護
に貢献していきます。

（※2）国内のあらゆるセクターの参画と連携を促進し、生物多様性の保全
と持続可能な利用に関する取り組みを推進するために2011年9月に設立さ
れた委員会。
（※3）生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）で採択された、
生物多様性保全のための新たな世界目標。

生物多様性

活動

BF ®認証コーヒーの収穫 南アフリカDorper風力発電

この事業は、「国連生物多様性の10年日本委員会
（UNDB-J）」が推奨する事業として認定を受けています

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
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汚染防止

方針・考え方

グローバルに幅広い地域で事業を展開してい
る住友商事グループは、環境方針で示してい
るとおり、環境関連法規の遵守、循環型社
会構築への寄与に努めます。具体的には、
排水・汚泥・排気などによる汚染防止につい
て、法令基準の遵守のみならず、廃棄物の
削減・再利用・リサイクルなどの環境負荷低
減などに取り組み、持続可能な社会を実現
していくことが重要だと考えており、各事業活
動を通じて課題解決に取り組んでいきます。

活動

事業紹介

農薬・肥料販売事業における環境負荷軽減のための取り組み

農家のニーズに応えた高品質な農薬・肥料を世界中に届け、農作
物の生産性向上に寄与すること、これこそが当社の農薬・肥料販売
事業の最大のミッションです。輸入・生産・卸売・直販といった機能を
各国市場の特性を踏まえ選択し組み合わせ、農薬・肥料販売事業
を現在30カ国以上で展開しています。
国によっては、農家やディストリビュータなどで、農薬の空容器プラス
チックボトルやアルミバッグなどが適切に処分されずに放棄され、環境
汚染を起こす可能性や残存した農薬による事故や環境への悪影響
が懸念されています。そこで、ブラジルのアグロアマゾニア社並びにメキ
シコのサミットアグロメキシコ社では、農薬空容器の回収・リサイクルに
同業他社と共に業界として取り組み、環境保全に努めています。
一方、農薬そのものの環境負荷低減のため、バイオ農薬への取り組
み（スペインのバイオ農薬メーカーFutureco社への出資参画）や、
農薬だけに頼らない環境負荷の低いIntegrated Pest

フェロモン剤は目的の害虫以外の生物には無害であり、害虫個体数
の減少はもとより、植物の内部に侵入する防除が困難な害虫にも効
果がある他、害虫の殺虫剤への抵抗性抑制も期待できます。現在、
フランスの果樹園の約60％でこの防除法が採用されており、欧州地
域では2015年以降、ポーランド、ブルガリア、ロシア向けに販売を拡
大、特にロシアでは現地販売会社（LLC SUMMIT AGRO）がフェ
ロモン剤を同国に最初に導入した企業として高く評価されています。ま
た、被覆肥料（肥料の溶出速度をコントロールし、肥料成分の有効
利用率を高めることで減肥に繋がる）やバイオスティミュラント（植物
が本来持っている免疫力・活力を高め、病害虫や寒暖などのストレス
に対する耐性を上げることで減肥に繋がる）の拡販を通じて、従来の
化学肥料の施肥量を減らし耕地への環境負荷を減らす取り組みを
行っています。

スペインのバイオ農薬メーカーに出資 ブラジル農業資材直販事業（アグロアマゾニア社） フェロモン剤使用の様子

Management（IPM：総合的
病害虫防除）にも取り組んでいま
す。IPMの一つとして信越化学工
業㈱の開発した昆虫の性フェロモン
を用いた交信攪乱剤（フェロモン
剤）の普及に努めています。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
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事業紹介

トムラ・ジャパン 消費者参加型のPETボトルリサイクルシステムを構築・展開

海洋ゴミ問題や温暖化問題などの地球環境問題を改善する方策として、プラスチック資源の利用量削減と有
効活用の重要性は年々高まっています。その中でも、持続可能な資源循環の取り組みとして、使用済みPET
ボトルを新たなPETボトルに再生する水平リサイクルが拡大しています。トムラ・ジャパンは、TOMRA Systems
ASA（在ノルウェー）と当社の合弁会社で、PETボトルのリサイクルシステム機器（RVM: Reverse
Vending Machine）などの機器販売に加え、コンビニやスーパーマーケットなどに設置したRVMからPETボトル
資源を回収し、リサイクラーへ供給するリサイクルシステムを構築・展開しています。RVMは、消費者によって
キャップやラベルが取り除かれたPETボトルのみを回収するため、不純物が少なく高品質な資源を集めることがで
きます。同社では、消費者の積極的な参加を呼び掛け、より良質な資源を効率よく回収・リサイクルすることで、
環境負荷の低減と資源循環社会の発展に貢献しています。

汚染防止

活動

TOMRAグループのスローガン：
「RETURNS INTO VALUE」

Reverse Vending Machine

RVMをプラットフォームとした循環リサイクルシステム

事業紹介

船舶燃料の環境負荷低減

当社は1952年から海運会社向けに船舶燃料の供給事業を国内外で展開
しています。また、海運業界の環境負荷の低減に貢献すべく、硫黄酸化物が
排出されない、かつ窒素酸化物も従来比40-70％減、二酸化炭素も
20％減となるLNG燃料の供給事業にも取り組んでいます。具体的には上野
トランステック㈱、横浜川崎国際港湾㈱並びに㈱日本政策投資銀行との合
弁会社を通じて、2019年2月にLNGバンカリング船を発注しており、2022
年より東京湾にて船舶向けにLNG燃料の供給開始を予定しています。
国際連合の専門機関である国際海事機関（IMO）は、世界中の海上輸
送から発生する温室効果ガス（GHG）の排出量を2050年までに2008年
比で半減する戦略を掲げています。このような中、アンモニアは燃焼時にCO2
を排出しないため、海運業界におけるGHG排出量削減に大きく寄与する可
能性のある次世代の代替船舶燃料として期待されています。特にグリーンア
ンモニアは、再生可能な電気、水、空気のみから製造され、ライフサイクルに
おいてCO2を排出しないため、海運業界のカーボンフリー化に大きく貢献する
可能性を秘めています。当社はA.P. Moller - Maersk A/S他パートナー5
社と「シンガポールにおける船舶向けアンモニア燃料供給の事業化に向けた
共同検討」について覚書を締結しています。本取組みを通じて、船舶向けア
ンモニア燃料の導入、及び世界的な普及に向けて、アンモニア燃料の供給・
輸送・貯蔵・バンカリングを含む包括的サプライチェーンを構築し、海運業界の
脱炭素化への貢献を目指します。
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資源利用

方針・考え方 活動

人類は森林の公益的機能に依存しており、世界の持続的な発展にとって森林は極めて
重要な資源です。世界の16億人以上が食べ物や水、住居、燃料、薬用植物、生計の
手段といった森林の恩恵を受けています。これらの貴重な森林資源を用いて木材ビジネ
スを行っている当社グループは、森林経営にもビジネスの幅を広げ、よりサステナブルな森
林資源の確保と活用に取り組んでいます。当社グループは持続可能な森林経営、つま
り、森林を利用する活動により森林の公益的機能が損なわれないようにする、との主旨
に賛同し、企業の社会的責任を果たすべく、環境方針、サプライチェーンCSR行動指針
に則り、目標を定め、事業活動に取り組んでいます。

実績

当社グループの保有するロシア（テルネイレス）、ニュージーランド（Summit Forests
New Zealand）の森林資源を通じ、認証材原木、認証材製品およびチップの取り扱
いを積極的に推進することを目標に掲げ、取り組んでいます。

2020年度実績

認証材原木（ロシア材） 325千m3

認証材原木（ニュージーランド材） 383千m3

認証材製品（ロシア材）

針葉樹製材 47千m3

単板 126千m3

針葉樹集成材 29千m3

広葉樹製材・集成材 3千m3

チップ（ロシア材） 55千BDT

事業紹介

ロシア木材ビジネス (FSCライセンス番号：C009842/C106397/C016535)

当社は2004年に森林管理が環境や地域社会に配慮して適切に行われていることを客観的に
評価・認定してもらうため、国際基準のFSC®認証（*1）を、ロシア極東のテルネイレス社が現
在保有する約266万haの林区の一部で取得しました。2004年にロシア極東で初めてとなる
FSC-FM認証（*2）を取得した後、順次FSC®認証の整備を進め、2011年には素材である

テルネイレス社が保有する森林

SFN社が保有する森林

原木から、現地で加工された製材・単板・製紙用チップなどの木材
製品に至る全ての生産品目のFSC-CoC認証（*3）を取得しま
した。また、当社自らもFSC-CoC認証を取得、これによりテルネイレ
ス社の保有する森林で伐採された木材がエンドユーザーまでFSC®

認証のチェーンで繋がる体制が構築されました。

ニュージーランド木材ビジネス（FSCライセンス番号：C112972）

ニュージーランドでは「木を植えて育てて伐採した後、再度植林をする」地球環境に配慮した森林
経営の下、地域社会と共生した持続的な木材資源の供給が30年サイクルで行われています。
Summit Forests New Zealand社の保有する約3.7万haの

森林では、水資源や原生林の保護、野生生物との共生が図られる
他、先住民族マオリとも友好的な関係を構築して事業を運営してき
ました。また、保有森林の大部分でFSC®認証を取得しており、同
社による適切な森林管理が客観的に証明されています。

（*1）FSC®認証：FSC（Forest Stewardship Council® 、森林管理協議会）が運営する国際的な森林認証制度
（*2）FSC-FM（Forest Management）認証（森林管理認証）

：適切な森林管理が行われていることを認証、森林資源を管理する企業が対象。
（*3）FSC-CoC（Chain-of-Custody）認証（加工・流通過程の管理の認証）

：森林管理の認証を受けた森林からの木材・木材製品であることを認証。木材のトレーサビリティを証明したい企業
（家具製造業、出版社、パルプ業などあらゆる木材製品を取り扱う企業）が対象。

＜注＞ロシア産木材については、各種特別措置に沿った対応をしています。
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資源利用

住友商事グループの森林経営方針
当社は、2022年3月に住友商事グループの「森林経営方針」を制定しました。また、リスクの低減を図るためのデュー・デリジェンスを強化すべく、方針を実践する上での「運用ガイドライン」も定めました。

方針・考え方

運用ガイドライン

【リスク評価・モニタリング】
• 新規の森林事業開始前に、「住友商事グループの森林経営方針」に沿った環境・社

会面のリスク評価を行います。また、事業開始後も随時環境面、社会面に関するコミッ
トメントの状況をモニタリングします。

【認証】
• 上記モニタリングに加え、当社グループが経営する森林において国際的に認知された森

林認証制度を有効に活用し、認証の取得を促進します。

【ステークホルダーとの対話】
• 世界の森林減少・劣化を防ぐため、林地が含まれる地域のステークホルダーとの対話を

通じ、社会における持続的な森林資源の活用を促進します。
• ステークホルダーからの問題提起に対応するため、グリーバンスメカニズム（※）を構築

します。

【情報開示】
• 透明性の高い森林経営を実施するため、「住友商事グループの森林経営方針」に則っ

た取組みの情報開示に努めます。

【運用ガイドラインの見直し】
• 営業部門は年1回、方針に基づいた実施報告をサステナビリティ推進部へ行います。
• 報告を踏まえ、サステナビリティ推進部が運用ガイドラインの変更の必要性につき年1回

見直しを行います。
• 方針の実践にあたり、重大な課題があった場合は、対応・改善策等につき経営会議

及び取締役会に報告します。

※ サプライチェーンを含む事業活動全体に関し、人権侵害等に関する、従業員・地域住
民等ステークホルダーからの訴えを受け付け、問題解決につなげる仕組み

適用の範囲

ガバナンス

コミットメント

住友商事グループの森林経営方針

住友商事および連結子会社が経営する森林事業。なお、それ以外に経営に関与する森林事業のうち重要と判断した
ものを含みます。

本方針は、住友商事の経営会議及び取締役会議で決定されたものです。本方針の実践にあたり、重大な課題があっ
た場合は、対応・改善策等につきサステナビリティ推進委員会などで審議し経営会議及び取締役会に報告します。

住友商事は、持続可能な森林経営を行うにあたり、森林破壊ゼロ及び人権尊重の理念のもと、グループ会社と協力し
て、以下の実践に努めます。

【環境面】
• 総森林面積の減少につながる開発、植林事業開発における天然林の植林地への転換は行いません。
• 保護価値の高い森林（High Conservation Value Forest：HCVF）、泥炭地のような炭素貯留量の多い

森林（High Carbon Stock Forest：HCSF）を開発しません。
• 絶滅のおそれのある生物種の保護など、森林事業における生態系への影響の低減に取り組みます。
• 森林火災防止のための管理を徹底し、森林火災の原因となるような施業は行いません。
• 森林の保全、再生に貢献します。

【社会面】
• 「住友商事グループ人権方針」に則り、人権に配慮した森林事業を行います。
• 「国際人権章典」および国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」が定める

人権を尊重し、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に則って活動します。
• 「先住民族の権利に関する国際連合宣言」「自由意思による、事前の、十分な情報に基づいた同意（free, 

prior and informed consent：FPIC）」の原則などの、先住民の権利に関する国際規範を尊重します。
• 地域住民の雇用創出や森林に関わる教育プログラムの提供などを通じて地域コミュニティへの支援を行います。

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
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資源利用

住友商事グループの林産物調達方針

住友商事および連結子会社が取り扱う原木、木材製品（合板、製材、単板、集成材）、木質チップ、木質ペレット

本方針は、住友商事の経営会議及び取締役会議で決定されたものです。本方針の実践にあたり、重大な課題があっ
た場合は、対応・改善策等につきサステナビリティ推進委員会などで審議し経営会議及び取締役会に報告します。

住友商事は、森林破壊ゼロ及び人権尊重の理念のもと、グループ会社と協力し、サプライヤー及び顧客と連携しながら、
本方針に基づいた調達に努めます。

【環境面】
• 総森林面積を減少させ環境に著しい影響を与えるような森林破壊・開発を伴う土地からの調達物は取り扱いませ

ん。
• 保護価値の高い森林（High Conservation Value Forest：HCVF）、泥炭地のような炭素貯留量の多い

森林（High Carbon Stock Forest：HCSF）の破壊など、深刻な環境問題に関わる土地からの調達物は取
り扱いません。

• 遺伝子組み換えされた木材から生産された調達物は取り扱いません。
• 絶滅のおそれがある生物種を保護するため、ワシントン条約を遵守した調達をします。

【社会面】
• 「住友商事グループ人権方針」に則り、人権に配慮した森林事業が行われている森林から調達します。
• 「国際人権章典」および国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」が定める

人権を尊重し、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に則って活動します。
• 「先住民族の権利に関する国際連合宣言」「自由意思による、事前の、十分な情報に基づいた同意（free, 

prior and informed consent：FPIC）」の原則などの、先住民の権利に関する国際規範を尊重します。
• 違法に伐採された木材から生産された調達物を取り扱いません。

住友商事グループの林産物調達方針
当社は、2022年3月に住友商事グループの「林産物調達方針」を制定しました。また、リスクの低減を図るためのデュー・デリジェンスを強化すべく、方針を実践する上での「運用ガイドライン」も定めました。

方針・考え方

運用ガイドライン

【モニタリング】
• 「住友商事グループの林産物調達方針」に沿った林産物調達を行うため、信頼できる

国際的森林認証制度の認証を取得した調達物の取り扱いを促進します。また、サプラ
イヤーに対し、アンケートや実査などの監査活動を通して詳細な情報を求めます。

• コミットメントを遵守するため、サプライヤーのリスク評価を実施し、コミットメントを遵守し
ていないサプライヤーに対しては協議し、改善を要請します。改善が認められない場合
は取引の見直しを検討します。

【ステークホルダーとの対話】
• 世界の森林減少・劣化を防ぐため、サプライヤーおよび顧客を含むステークホルダーとの

対話を通じ、社会における持続的な森林資源の活用を促進します。
• ステークホルダーからの問題提起に対応するため、グリーバンスメカニズム（※）を構築

します。

【情報開示】
• モニタリング結果報告など、「住友商事グループの林産物調達方針」に基づく取組み状

況の開示に努めます。

【運用ガイドラインの見直し】
• 営業部門は年1回、方針に基づいた実施報告をサステナビリティ推進部へ行います。
• 報告を踏まえ、サステナビリティ推進部が運用ガイドラインの変更の必要性につき年1回

見直しを行います。
• 方針の実践にあたり、重大な課題があった場合は、対応・改善策等につき経営会議

及び取締役会に報告します。

※ サプライチェーンを含む事業活動全体に関し、人権侵害等に関する、従業員・地域住
民等ステークホルダーからの訴えを受け付け、問題解決につなげる仕組み

適用の範囲

ガバナンス

コミットメント

社外からの評価ESG定量データガバナンス社会環境特集住友商事グループの
サステナビリティ
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